
書式第１３号（法第２８条関係）（その他事業がない場合）

特定⾮営利活動法⼈ フリー・ザ・チルドレン・ジャパン
（単位︓円）

科⽬ ⾦ 額 ⼩計・合計

【Ａ】 経 常 収 益
１ 受取会費 270,000

正会員受取会費 270,000

２ 受取寄付⾦ 21,434,528

受取寄付⾦ 21,434,528

３ 受取助成⾦等 6,796,873

受取⺠間助成⾦
受取補助⾦

４ 事業収益 7,648,813

⾃主事業収益 7,648,813

５ その他の収益 341,054

受取利息 294

雑収益 49,256

為替差益 45,729

交通費収益 245,775

経 常 収 益 計 36,491,268

【Ｂ】 経 常 費 ⽤
１ 事業費

（１）⼈件費 18,382,243

給料⼿当 13,780,131

賞与 1,932,036

法定福利費 2,670,076

（２）その他経費 30,999,515

通勤費 255,602

商品材料 232,533

寄付・海外送⾦額 3,351,071

業務委託費 7,861,683

印刷製本費 1,474,897

会議費 180,749

旅費交通費 3,458,338

通信運搬費 2,511,501

消耗品費 972,409

⽔道光熱費 131,012

地代家賃 1,301,136

諸会費 81,440

租税公課 34,000

研修費 6,000

⽀払⼿数料 656,297

新聞図書費 13,300

広告宣伝費
会場費 2,927,643

雑費 800

企画制作費 1,494,466 31,248,813

期末商品棚卸⾼ 249,298 30,999,515

事業費計 49,381,758

２ 管理費

2023 年度 活動計算書

6,226,873

570,000

期⾸商品棚卸⾼ 235,097

4,068,839



（１）⼈件費 2,042,477

給料⼿当 1,531,125

賞与 214,671

法定福利費 296,681

（２）その他経費 523,855

印刷製本費 32,060

通信運搬費 62,375

消耗品費 13,562

業務委託費 29,937

地代家賃 144,576

⽔道光熱費 14,558

広告宣伝費 46,261

⽀払⼿数料 151,626

雑費 26,500

租税公課 2,400

管理費計 2,566,332

経 常 費 ⽤ 計 51,948,090

当 期 経 常 増 減 額 【Ａ】－【Ｂ】 ・・・①
【Ｃ】 経 常 外 収 益

経 常 外 収 益 計 0

【Ｄ】 経 常 外 費 ⽤

経 常 外 費 ⽤ 計 0

当 期 経 常 外 増 減 額 【Ｃ】－【Ｄ】 ・・・② 0

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①＋② ・・・③
法⼈税、住⺠税及び事業税 ・・・④ 70,000

前期繰越正味財産額 ・・・⑤ 37,593,657

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③－④＋⑤ 22,066,835

-15,456,822

-15,456,822



書式第１７号（法第２８条関係）

特定⾮営利活動法⼈フリー・ザ・チルドレン・ジャパン
（単位︓円）

科⽬ 細⽬ ⾦ 額 ⼩ 計 合 計

【Ａ】 資 産 の 部
１ 流動資産

26,373,169

(現⾦預⾦) 25,515,448

現⾦ 現⾦ 431,723 431,723

⼩⼝現⾦ イベント⽤⼩⼝現⾦ 67,225

関⻄⼩⼝現⾦ 48,890 116,115

普通預⾦ 三菱UFJ銀⾏ 22,506,716

PayPay銀⾏
ゆうちょ銀⾏
郵便振替
みずほ銀⾏
ゆうちょ銀⾏海外送⾦⽤
paypal

UFJアクションキッズ 1,093 24,288,440

外貨 フィリピンペソ
インドルピー
USドル
カナダドル
ケニアシリング
モンゴルトゥグルグ 679,170

(売上債権) 506,923

未収⾦
(棚卸資産) 350,798

商品
仮払⾦ 350,798

流動資産合計 ・・・①
２ 固定資産

(無形固定資産) 19,530

電話加⼊権 19,530
固定資産合計 ・・・②

【Ａ】資 産 合 計 ①＋②
【Ｂ－１】 負 債 の 部

流動負債
4,325,864

未払⾦
預り⾦

流動負債合計 ・・・③
【Ｂ－１】負 債 合 計 ③＋④

【Ｂ－２】正 味 財 産 合 計 【Ａ】－【Ｂ－１】

2023年度 財産⽬録

322,403

391,012

288,306

379,707

31,455

367,748

40,138

17,069

599,104

10,278

8,331

4,250

506,923 506,923

249,298

101,500

3,880,138

445,726

26,373,169

19,530

26,392,699

4,325,864
4,325,864

22,066,835



書式第１５号（法第２８条関係）

特定⾮営利活動法⼈ フリー・ザ・チルドレン・ジャパン
（単位︓円）

科⽬ ⾦ 額 ⼩計・合計

【Ａ】 資 産 の 部
１ 流動資産

26,373,169

現⾦預⾦ 25,515,448

未収⾦ 506,923

棚卸資産(商品) 249,298

仮払⾦ 101,500

流動資産合計 ・・・① 26,373,169

２ 固定資産
(無形固定資産) 19,530

電話加⼊権 19,530
固定資産合計 ・・・② 19,530

【Ａ】資 産 合 計 ①＋②
【Ｂ－１】 負 債 の 部

流動負債
4,325,864

未払⾦
預り⾦

流動負債合計 ・・・③ 4,325,864

負 債 合 計 ③ 4,325,864

【Ｂ－２】 正 味 財 産 の 部
前期繰越正味財産額 37,593,657

当期正味財産増減額 -15,526,822
正 味 財 産 合 計 22,066,835

【Ｂ】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】

2023年度 貸借対照表

26,392,699

26,392,699

3,880,138

445,726



書式第１６号（法第２８条関係）

2023  年度 計算書類の注記
特定⾮営利活動法⼈ フリー・ザ・チルドレン・ジャパン

１． 重要な会計⽅針
計算書類の作成は、NPO法⼈会計基準（2010年. 7⽉20⽇ 2017年12⽉12⽇最終改正 NPO法. ⼈会計基準協議会）によっています。

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価⽅法
最終仕⼊原価法による原価法

（２） 固定資産の減価償却の⽅法
有形固定資産︓計上はありません

（３） 引当⾦の計上基準
・

（４） 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスに関する会計上の計上はありません

（５） 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理によっています

２． 事業別損益の状況 

（1）⼈件費
給料⼿当 1,008,706 3,522,201 919,135 4,700,403 2,622,359 1,007,327 13,780,131
賞与 141,425 493,828 128,867 659,018 367,666 141,232 1,932,036
法定福利費 195,450 682,471 178,094 910,763 508,115 195,183 2,670,076
⼈件費計 1,345,581 4,698,500 1,226,096 6,270,184 3,498,140 1,343,742 18,382,243

（2）その他経費
期⾸棚卸額 0 0 0 235,097 0 0 235,097
通勤費 18350 65150 16742 88225 49255 17880 255,602
商品材料 0 0 0 232,533 0 0 232,533
寄付・海外送⾦額 0 102,654 0 0 0 3,248,417 3,351,071
業務委託費 0 1,133,295 763,940 2,057,225 3,639,023 268,200 7,861,683
印刷製本費 15,720 193,113 7,855 402,953 847,401 7,855 1,474,897
会議費 0 0 0 540 174,709 5,500 180,749
旅費交通費 90,116 1,281,923 45,058 1,603,530 391,207 46,504 3,458,338
通信運搬費 36,245 259,874 18,122 1,035,204 1,139,661 22,395 2,511,501
消耗品費 19,380 566,003 9,690 292,555 75,091 9,690 972,409
⽔道光熱費 13,101 39,304 6,550 45,854 19,652 6,551 131,012
地代家賃 130,113 390,341 65,057 455,398 195,170 65,057 1,301,136
諸会費 0 1,100 79,340 1,000 0 0 81,440
租税公課 0 0 0 1,100 32,900 0 34,000
研修費 0 0 6,000 0 0 0 6,000
⽀払⼿数料 40,878 225,767 20,742 188,398 145,653 34,859 656,297
新聞図書費 0 0 10,052 1,650 1,598 0 13,300
広告宣伝費 53,457 214,302 26,729 532,073 3,215,549 26,729 4,068,839
会場費 0 0 0 45,273 2,882,370 0 2,927,643
雑費 0 800 0 0 0 0 800
企画制作費 0 0 0 0 1,494,466 0 1,494,466
期末商品棚卸⾼ 0 0 0 -249,298 0 0 -249,298
その他経費計 417,360 4,473,626 1,075,877 6,969,310 14,303,705 3,759,637 30,999,515
事業費計 1,762,941 9,172,126 2,301,973 13,239,494 17,801,845 5,103,379 49,381,758

３． 使途等が制約された寄附⾦等の内訳
使途等が制約された寄附⾦等の内訳（正味財産の増減及び残⾼の状況）は以下の通りです。

（単位︓円）
内容 期⾸残⾼ 当期増加額 当期減少額 期末残⾼ 備考

【指定寄付⾦】
TACJ 0 1,404,000 1,404,000 0
イベント 0 1,036,000 1,036,000 0
教材 1,000,000 0 1,000,000 0
出張講演 0 1,500,000 1,500,000 0

引当⾦の計上はありませ

事業費の区分は以下の通 ⾃ 2023年 1⽉ 1⽇ ⾄ 2023年12⽉31⽇ [税込]（単位︓円）
科⽬ ⼦ども主体 ⼦ども活動応援 外部ﾈｯﾄﾜｰｸ ｱﾄﾞﾎﾞｶｼｰ Fes ⾃⽴⽀援 合計



ウェルビーイング 0 0 0 0
Change Makers FES 15,000,000 1,727,500 16,727,500 0

フィリピン 320,000 174,000 354,000 140,000

インド 200,000 17,000 217,000 0
ケニア 550,000 279,081 529,081 300,000
コンゴ 0 200,000 0 200,000
教育⽀援 300,000 69,900 369,900 0
⽔⽀援 330,000 2,292,076 2,292,076 800,000
収⼊⽀援 0 50,000 50,000 0
医療⽀援 0 10,000 10,000 0

970,000 168,448 158,448 980,000

国内⽀援 1,000,000 1,302,833 2,302,833 0

【助成⾦】
CBGM⼦ども財団助成⾦ 0 1,500,000 1,500,000 0

連合愛のカンパ 0 700,000 700,000 0

⼦どもゆめ基⾦ 0 526,873 526,873 0

0 2,000,000 1,700,000 300,000
感動体験⽀援基⾦ 0 1,500,000 0 1,500,000

合計 19,670,000 16,457,711 32,377,711 4,220,000

４． 固定資産の増減内訳
（単位︓円）

科⽬ 期⾸取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
（無形固定資産）

電話加⼊権 19530 0 0 0 0 19530
合計 19530 0 0 0 0 19530

５． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位︓円）
科⽬ 計算書類に計上された⾦額 内、役員との取引

（活動計算書）
事業費 ⼈件費 18,382,243
管理費 ⼈件費 2,042,423

活動計算書計 20,424,666

６． その他特定⾮営利活動法⼈の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・ 事業費と管理費の按分⽅法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料⼿当て及び旅費交通費について従事割合に基づき按分

緊急⽀援プール⾦／ウクライ

年賀寄付⾦2023年度配分⾦

PREDA⽀援￥260,417
ミンダナオトイレ修繕⽀援￥1,000,000

WE charityケニア⽀援￥320,000

※コンゴ農業⽀援に20万円を2024年充当予定

フィリピン・インド・ケニア事業に按分

フィリピン・ケニア事業に按分  

インド事業に充当

ケニア事業に充当

ウクライナ緊急⽀援￥129,000
⼊学応援⾦￥550,000
スカラシップ ￥1,5000,000

TACJ2022分

※残⾼は2024年末までに充当予定

※TACJ2023キャンプスカラシップに充当

CCD⾷糧⽀援￥789,000

内、近親者及び⽀配法⼈との取引

※給料⼿当には使⽤⼈兼務役員分も含まれていますが、⽀給対象者数が少ないため個⼈情報保護の観点から⾦額の明⽰を省略しています。


